
水道事業における水需要に関する経済学的考察

1．はじめに─本稿の課題と分析視角

　今日，我が国の水道事業は主に市町村が運営し
ているが，中小規模の水道事業者は人口減少社会
をむかえ，財政面やインフラ面だけでなく人材育
成の面においてもその基盤を著しく悪化させてい
る。1999年に厚生省水道基本問題検討会が答申
した，『21世紀における水道及び水道行政のあり
方』では，水道法に掲げられた「清浄にして豊
富，低廉」という理念は達成され，ナショナル・
ミニマムからシビル・ミニマムへ（すなわち，全
国一律に目標とした量の確保から，地域が要望す
る質の確保へ）といった需要者のニーズへの対応
が求められていることを提言した。しかし，今日
の現状に鑑みると水の質の確保は，地域の財政事
情に大きく左右されている。そして，近年の市町
村合併による事業の統廃合の問題や，施設の老朽
化が放置されている実情があるように，今後，再
び安定供給の確保が危うくなるといった事態が発
生する可能性を有している。
　一方で，水道法では第 15条で「水道事業者は，
当該水道により給水を受ける者に対し，常時水を
供給しなければならない」1）とし，水道事業者は
需要者に対して給水義務を負っている。そのた
め，水道事業者は実際の水使用量をいつでも充足
するために，長年の給水実績や経験値から最大給
水量を算出し，それをベースに供給体制を整える
必要に迫られている。
　そこで本稿では，これからの水道事業経営が持
続可能なものとなるための要素として，過去の経

験から導き出される最大給水量ではない，水道事
業における水需要を把握する方法論について注目
する。そして，将来の水需要がどのように変化し
ていくかを経済学的に把握する方法について析出
することを課題とする。
　分析にあたっては，はじめに我が国の水道事業
をめぐる状況について明らかにしながら，水需要
に関わる価格と所得を中心に，そのほか，世帯，
気候変動，生活水準などの諸要因について検討を
試みる。そこでは，水需要が何によって大きく変
化するかを検討し，将来の水需要を測定する際の
重要な論点について明らかにしていく。

2．我が国における水道供給と水需要について

2.1.　水道事業の現状と水需要の測定
　我が国における水道事業の歴史は古く，室町時
代から上水システムが存在している。そして，江
戸時代における大規模上水の設置を端緒とし，明
治初期には開港居留地向けの水道敷設が始まっ
た。その後，都市化と伝染病予防を目的として水
道の普及が急速に進んでいった2）。さらに，大
正・昭和期には戸別の家庭水栓が設置されていく
ようになり，同時に水道普及率も急速に上昇して
いくことになる。
　戦後以降の水道普及は高度経済成長に伴う旺盛
な公共投資と相乗して，今日では，給水人口では
1960年度の 4991万人から 2009年度には 1億 2479

万 6000人に，水道普及率では 1960年度の 53.4％
から 2009年度には 97.5％と高次に達している3）。
　図表 1は 1975年度以降の水道普及と配水量に
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1975年度より 1人あたりの水使用量は上昇基調
にあったが，1996年度の 341リットル／日をピ
ークに減少している。これは，例えばそれまで，
戸別に風呂の設置が急速に普及したり，シャワー
付き洗面台が普及したり，ライフスタイル（生活
環境・生活水準）の変化によって水使用量が増大
する6）一方，1990年代から節水タイプの洗濯機
や水洗トイレの普及と節水意識の向上が水使用量
の減少に寄与していると考えられる。
　次に，これらすべての指標について，増加傾向
のピークを過ぎる年度を観察していくと，水使用
量の減少傾向が始まって約 5年程度のタイムラグ
を経て配水量に変化が見られ，さらに約 5年程度
のタイムラグを経て配水能力に変化が発生してい
ることが見て取れる。水使用量が直接的に配水量
および配水能力に影響を与えているのかというこ
とは別途，詳細な検討が必要となるが，少なくと
も，水道事業者は財務，経営判断として，水使用
量の変化を水需要の変化と判断し，配水量と配水
能力を制御してきたのではないかと推察できる。

関する推移を表している。給水人口 101人以上の
水道である上水道事業と簡易水道事業の合計につ
いて見ると，総人口に対する総給水人口の割合を
示した水道普及率については，1975年度時点で
すでに 86％と高い割合で推移しており，2009年
度時点では 96.7％に達している4）。次に，全国で
1日に供給できる水の量を示した 1日配水能力に
ついては，1975年度以降急速に配水能力を拡大
させ，2004年度の約 9180万 m3／日をピークに
減少に転じている。そして，全国で 1日に使う水
の量を示した 1日平均配水量については，1975

年度の約 3900万 m3／日から増加傾向が続き，
2000年度の約 5843万 m3／日をピークに減少に
転じている。水道普及率が高い割合で推移する反
面，配水能力，実配水量が 2000年代をピークに
減少に転じている理由は，上水道の普及が進みな
がら，国民 1人あたりの水使用量が減少してきて
いることが起因している。
　図表 2は 1975年度以降の国民 1人あたりの 1

日の水使用量（有収水量）5）の推移を表している。

図表 1　我が国の水道普及率および配水量の推移

注）：本統計は上水道事業と簡易水道事業の合計となっており，専用水道事業を含まない。
出所：『水道年鑑』平成 23年度版より作成。
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対して水の供給義務を有しており，安定的な水の
供給を図るために国や都道府県から補助金が交付
されたり，市町村自らの財政支出を恒常的に行っ
たりしている。
　図表 3は我が国の水道事業における投資と補助
金，企業債（または地方債）の金額の推移を示し
ている。水道事業への公共投資金額は 2005年の
約 1.2兆円をピークに減少傾向にあり，現在はお
よそ 1980年代と同じ水準に位置している8）。図
表 3のとおり，直近の指標からも投資額は上水
道，簡易水道ともに漸減傾向にあり，全体で約 1

兆円に縮小してきている。また，縮小している公
共投資を下支えする目的で，補助金や公営企業債
（地方債）が交付，発行されてきたが，2000年代
以降は財政難などの理由からこれも漸減傾向にあ
る。このように水道事業への投資額が減少し続け
ていく結果として発生する問題が，既存施設の老
朽化と更新事業の先送りである。ここから，将来
的に市町村が水需要を超えるような過大な水道施

　以上のように，これまで水道事業者はおおむ
ね，過去の水使用量に基づいて水需要を測定して
きたと考えられる。しかし，その測定は水使用量
の増加傾向を観察するためには一定の効果があっ
たと考えられるが，水使用量の減少傾向を展望す
るためには，先述のとおり，ライフスタイルの変
化などの外生的要因を考慮に入れる必要が出てく
る。さらに，厚生労働省健康局が 2008年に策定
した『水道ビジョン』も示すとおり，今後，我が
国が人口減少社会をむかえ，国民の負担能力減少
とともに水需要の増大もこれまでのように見込め
ない状況が予測される7）なかで，単に過去の水使
用量に基づいて水需要を測定することは一層困難
になると推察される。
　また，これらの現状とあわせて，市町村の水道
事業運営といった観点からも正確な水需要の測定
が求められている。本来，水道は主に水道料金に
よる収入によって賄うべき事業であるが，先にも
述べたとおり，事業主体である市町村は消費者に
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図表 2　我が国の 1人あたり 1日水道使用量の推移

注）：本統計は上水道事業と簡易水道事業の合計となっており，専用水道事業を含まない。
出所：『水道年鑑』平成 23年度版より作成。
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図表 3　全国水道事業の投資額・補助金額・起債額の推移

投資額 補助金額 起債額

上水道 簡易水道 合計 上水道 簡易水道 合計 上水道 簡易水道 合計

2005年 10,482 1,098 11,580 885 348 1,233 3,541 582 4,123 

2006年 9,933 1,063 10,996 823 337 1,160 3,315 566 3,881 

2007年 9,657 893 10,550 758 316 1,074 3,091 471 3,562 

2008年 9,799 765 10,564 711 297 1,008 3,044 406 3,450 

2009年 9,872 722 10,594 674 284 958 2,981 338 3,319 

出所：『水道年鑑』平成 23年度版より作成。

 （単位：億円）
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所得の増加が水需要にどのような変化を与えるの
かといった分析が必要となる。例えば，髙井
［2007］では，神奈川県の水源環境税における課
税標準を検討するうえで，水使用量に応じた課税
のあり方を検討した10）。その際に示された指標と
して図表 4がある。この図は，はじめのうち，所
得の上昇に応じて水使用量も上昇していくが，課
税所得 700万円以上（図で示すところの 900～
1000万円以上）の所得になると水の使用量は一
定となることを示している。これは，所得が上昇
すると自動車の洗車や庭への水まき等，水使用量
が増加する傾向にあるが，ある程度の収入以上に
なると水使用量が変わらなくなることを指摘して
いる。すなわち，この分析により，水使用量と所
得にはある金額の所得までは相関関係を有してい
るが，それ以降に関しては一定となる特性を有し
ているということから，水需要はある所得以上に
なると一定となることを明らかにしている。
　しかしながら，これらの分析事例はそれぞれ分
析が目的の違う個別具体例からの検証であり，水
需要分析における諸要因を総覧するものではな
い。そこで次では水需要を分析するために必要な
諸要因の析出について，計量分析手法の研究実績
から検証してみたい。

3．計量分析手法による水需要の測定

3.1.　  水需要測定の方法論について─Wong

［1972］の研究から
　家庭の水需要に関して計量的に分析を行った研
究は国内外を問わず比較的充実している。しかし
ながら，我が国において行われている研究の多く
は天候や気温といった気象的要素と需要の対応関
係を扱ったものであり，価格や所得といった経済
学的要素との対応関係について分析した論文は少
ない11）。そこでここでは，海外の文献から先行研
究を整理していきたい。
　水需要の実証分析に関する，代表的研究に
Wong［1972］がある。この研究ではシカゴとシ
カゴ郊外を対象として水需要を分析している。1

人あたりの水需要量を被説明変数とし，自治体の

設の建設が極めて難しい状況であることは明らか
であり，また，現状の老朽化した施設の継続使用
によって水の安定的供給が達成できないといった
ことが懸念される。
　我が国の水道事業は，ここまで見てきたとおり
様々な外生的要因により，従来のとおり，長年の
給水実績や経験値から最大給水量に依拠して配水
能力を維持管理することには限界があり，将来に
むけた正確な水需要の測定が求められている。そ
こで次からは，経済学的な視点から水需要の測定
に必要な諸要因について分析していきたい。

2.2.　  価格と所得が水需要に与える影響につい
て

　水需要を経済学的に測定するうえで，価格と所
得はそれぞれ重要な分析視角となる。価格が水需
要に与える影響については，水道料金の上昇が水
需要にどのような変化を与えるのかといった分析
が必要となる。例えば，鷲津［2000］では，横浜
市を事例に水道料金と家庭における水使用量の相
関について検証を試みている。そこでは，1980

年から 1998年までの水道料金と平均世帯の水使
用量がどのように変化していったかを分析し，結
果として，水道料金の値上げは水使用量の歯止め
効果にはなっていないと評価している。また，横
浜市では分析の期間において数度にわたって水道
料金の値上げが実施されたにもかかわらず，家庭
における水の使用量は確実に以前より増加してお
り，いったん水を多く使うようになるとその傾向
は多少の料金値上げがあっても，もとに戻らない
という習慣形成が行われていると論じた9）。この
分析結果からは，価格が水需要に与える影響はあ
まりないと判断できるが，その一方で，必需とす
る最低限の水の使用量がライフスタイルの変化等
により大きく変化してきているのか，それとも，
低廉を理念とする我が国における水道料金体系に
よって水道料金が極めて低く設定されているため
価格への効果が弱いのではないかといった，2つ
の異なった結論を導き出すことができる点に疑問
が残る。
　また，所得が水需要に与える影響については，
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ルはWongと同様に家計あたりの水の需要量を
被説明変数とし，水の平均価格と世帯の所得の中
央値，降雨量と平均世帯人員を説明変数として採
用した標準的なモデルとそれらに地域的な影響を
読み取るための地域ダミーを追加したものを挙げ
ている。分析対象は米国全土であり，都市レベル
で集計された資料をクロスセクション形式に整理
し分析を行っている。標準的なモデルと地域ダミ
ーを加えたモデルでは，いずれも価格と降水量は
需要へマイナスに働き，所得と世帯人員はプラス
に働くという結果が得られている。
　そして，Billings and Agthe［1980］は，ブロッ
ク料金制を採用しているアリゾナ州タクソンにお
ける水需要について分析を行っている。モデルは
月あたりの平均的な家計の水消費量を被説明変
数，平均的な家計が直面している限界価格（家計
が直面するブロック料金），実際の水への支出額
から全ての水の使用量を家計が直面している最も
高い限界価格で購入した場合に消費者が支払う額
を差し引いた差分（前述の乖離分），水道料金に
組み込まれている潜在的な下水の限界価格と家計

水道料金と平均所得，夏の平均気温を説明変数と
してモデルを構築している。数値に関する統計は
自治体が集計したものを用いており，それを第一
段階では時系列形式に，第二段階では 103の自治
体をグループ分けした後にクロスセクション形式
へ整理している。分析によって，1926年から
1970年までに行われた時系列分析の結果と同様
に価格は需要にマイナスに働き，所得と夏の平均
気温はプラスに働くという結果が得られている。
この研究により基本的な水需要測定の方法論が構
築されたといえる。

3.2.　米国における水需要の測定
　次に，Foster and Beattie［1979］は，0～100

リットル，101～200リットルといった一定の範
囲ごとに単位あたりの価格を定めるブロック料金
制のもとでの全米の水需要について分析を行って
いる。ブロック料金制では，実際の支払額と消費
量のもと直面している単位あたりの料金×消費量
には乖離があるため，価格の影響をより正確に読
み取るにはそれを考慮しなければならない。モデ
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図表 4　標準世帯における収入階層別水使用量の推移

出所：髙井［2007］から作成。
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3.3.　米国以外の諸外国における水需要の測定
　米国以外の実証研究については，例えば，
Hansen［1996］では，コペンハーゲンにおける
水とエネルギー料金の需要への影響を分析してい
る。モデルは 1人あたりの水使用量を被説明変
数，当期の水道料金とエネルギー料金，1期前の
水道料金とエネルギー料金，当期の所得，一戸建
てダミーと連棟住宅ダミー，水をまく必要がある
一戸建てと連棟とアパートダミーおよび各ダミー
と価格の交差項を説明変数として採用している。
分析の結果，エネルギー料金と一戸建て，連棟ダ
ミーはマイナスに働き，水をまく必要のある一戸
建ておよび連棟ダミーはプラスに働くこと，所得
や水道料金，それ以外のダミーは有意とはならな
いことが明らかとなった。
　そして，Dandy, Nguyen, and Davies［1997］は，
料金構成が水の消費量に与える影響について，オ
ーストラリアのアデレートを対象として分析して
いる。モデルは消費した水の量を被説明変数，限
界価格と先述した Billings and Agthe［1980］で
も用いられる差分と前年の水の消費量と資産価値
（所得の代理変数），部屋の数と家庭菜園の面積と
プールの有無，世帯人員と居住年数，年間の水の
割当量を消費量が超えるか否かに関するダミーと
その割当量が変動性から固定性に変化した 1992

年ダミーを説明変数として採用している。分析の
結果，価格と 1992年ダミーはマイナスに働き，
資産価値と平均世帯人員と部屋数，プールの有無
と 1期前の消費量はプラスに働くことが明らかと
なった。

3.4.　我が国における水需要の測定
　以上，海外の研究から水需要について概観して
きたが，そこからは，我が国と水の使用条件が異
なること（例えば，芝に水をまく量が影響するな
ど），料金体系が我が国と異なるなどの課題が指
摘できる。一方で，我が国における水需要につい
て経済学的視点のもと計量分析を行った研究とし
ては，主に，清水［1991］と浦上［2000］が挙げ
られる。清水［1991］はブロック料金制に基づく
価格設定のもとでの水需要について分析を行って

あたりの個人の所得，バミューダグラス草地にお
ける降雨量を差し引いた蒸発量を説明変数とし
た。データは都市レベルで集計されている資料を
クロスセクション形式にまとめたものを用いてい
る。その結果，価格と差分は水の消費量へマイナ
スに働き，所得と降雨量を差し引いた蒸発量はプ
ラスに働き，下水道料金は有意に働かないことが
明らかとなった。
　続いて，Williams［1985］では，都市部の住宅
用水需要量の反応と価格が与える影響について，
水の消費量を被説明変数，所得と価格，降雨量と
気温を説明変数とするモデルをもとに，全米を対
象とし事業者レベルで収集されている資料をクロ
スセクション形式にまとめたデータで分析を行っ
た。その結果，価格と降雨量は水の消費量にマイ
ナスに働き，所得と気温はプラスに働くことが明
らかとなった。
　そして，Nieswiadomy and Molina［1989］は，
テキサス州デントンにおける水需要を分析してい
る。月あたりの家計の水使用量を被説明変数，ブ
ロック料金制のもと各家計がその月の使用量のも
と直面した限界価格の合計と月あたりの所得と差
分，芝地の広さと家の大きさ，蒸発量を説明変数
としてモデルを構築しており，データはランダム
に抽出した家計の数値をもとにパネルデータとし
てまとめている。分析の結果，価格マイナス，所
得と芝地の広さと蒸発量と家の大きさはプラスに
働くことが明らかとなった。
　また，Nieswiadomy and Molina［1991］もま
た，テキサス州デントンにおける水需要を分析し
ている。モデルは月あたりの水消費量を被説明変
数，ブロック料金制において家計が支払う限界価
格，平均価格と限界価格の比と所得，1期前の水
消費量，水をまく土地の広さと蒸発量を説明変数
として採用している。データはランダムに抽出し
た家計の数値を一定期間にわたってプールしたも
のを用いている。分析の結果，限界価格と平均価
格と限界価格の比はマイナス，所得と 1期前の水
消費量と水をまく土地の広さ，蒸発量はプラスに
働くことが明らかとなった。
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計状況およびデータの種類，推計結果の傾向につ
いてまとめたい。今日では，水道をはじめ廃棄物
処理サービスや電力といった様々な財・サービス
の需要分析が行われている。それらの実証分析を
行う際は，分析の目的に応じて適切な変数を選別
しなければならない。これまで見てきたとおり水
道需要の分析の事例は国内外を問わず多数存在し
ているものの，その際に選別される変数は多種多
様である。しかしながら，それらの研究の主たる
目的のひとつは価格および所得と水需要との対応
関係，すなわち需要の価格弾力性を読み取ること
にある。特に効率性分析では予算制約，すなわち
所得と価格を考慮して消費を行うと考える。この
ため，水道需要について計量分析をする際は，価
格ならびに所得が共通して採用されている。
　一方で，需要は価格と所得以外の様々な要素の
影響を受ける。したがって，価格と所得の影響を
より正確に読み取るには，需要に影響を与えると
考えられる他の様々な要素を説明変数として組み
込まなければならない。先行研究において，価格
と所得以外に採用された変数については図表 5の
とおりである。
　図表 5からは，選別された変数は家族構成や気
候，生活水準に関する特徴を示す変数に分類され
ることがわかる。例えば各変数について見ていく
と，家計が日常生活において水を消費する目的は
様々であるが，これらを大きく分けると，第一に
飲食，第二に衛生美観，第三に豊かで便利な生活
の維持の 3つに分けられる。いずれも日々の営み
を維持することと直接関係しているため，個人お
よび地域のライフスタイルと水の消費量は密接な
関係にあるといえる。ライフスタイルが多様化し
ている現代では地域や世帯で水の使用量も異なっ
てくると考えられるため，水需要を分析する際に

いる。被説明変数には 1ヵ月あたりの使用水道量
を採用し，限界価格と月間消費支出金額，平均世
帯人員と人口と水洗トイレ普及率，平均気温，さ
らに使用量に応じて一定間隔で単位あたりの価格
が変化するブロック料金制における価格の影響を
所得効果として組み込むため，家計が直面してい
る限界価格の最高額で全使用量を支払った場合の
支出額から実際に支払った額を引いた差分を説明
変数として組み込んだ。都市レベルで集計されて
いる資料をクロスセクション形式にまとめたデー
タをもとに分析を行い，月間消費支出金額は有意
とはならなかったものの，限界価格は水の使用量
にマイナスに働き，世帯人員と人口と水洗トイレ
普及率と気温，差分，すなわち所得は水の使用量
にプラスに働くことが明らかとなった。
　浦上［2000］は清水［1991］を参考として，我
が国を対象としてブロック料金制に基づく価格設
定のもとでの水需要について分析を行っている。
家計の 1世帯あたりの水需要を被説明変数，所得
と平均世帯人員と水洗トイレ普及率，直面してい
る限界価格で全使用量について支払った場合の支
出額から実際に支払った額を差し引いた差分を説
明変数として採用している。都市レベルで集計さ
れている資料をクロスセクション形式で整理した
データを用いた。分析の結果，価格は水の消費量
にマイナスに働き，所得と平均世帯人員と天候と
水洗トイレ普及率は水の消費量にプラスに働くこ
とが明らかとなった。

4．水需要分析における諸要因について

4.1.　  価格と所得以外の要素による影響につい
て

　次に，これらの研究が採用する変数，資料の集

図表 5　水需要分析において価格と所得以外に採用された変数

世帯構成 気　候 生活水準 その他

平均世帯人員 気温，降雨量，蒸発量，水をま
く必要のある一戸建ておよび連
棟ダミー

芝地の広さ，家の大きさ，水洗トイレ普及
率，水をまく土地の面積，プールの有無，
1期前の消費量，暖房のある家庭割合，家
庭菜園の面積，一戸建て，連棟ダミー

地域ダミー，人口，資産価
値，電気料金，下水道料金，
居住年数

出所：各先行研究より筆者作成。

71



『和光経済』第 45巻第 3号

するより小規模な自治体が存在しない。このため
特定の市町村だけを対象として分析を行う場合
は，市町村そのもののデータを収集しなければな
らない。特定の市町村に関するばらつきのあるデ
ータのひとつとしては，その市町村に所属する家
計のデータが考えられる。しかしながら，市町村
や県単位でまとめられたデータと自治体を構成す
る家計のデータでは集計しなければならないデー
タの数が大幅に異なる。また，家計や個人レベル
のデータはプライバシーやコストなどの様々な理
由から集計されていない傾向にある。このため，
分析対象について一定期間にわたって観察するこ
とでばらつきのあるデータを入手する，すなわち
時系列形式で分析を行うことがある。どちらで分
析を行うかは，データの入手のしやすさが関係し
ているといえる。得られた各弾力性の値を整理す
ると図表 6のとおりとなる。

4.3.　分析結果から見る水需要の実態
　それぞれの値を見ると研究ごとに個々の値は異
なるものの，総じていえることは，価格上昇は水
需要に対しマイナスに働き，所得上昇は水需要に
プラスに働いていることがわかる。他の要因とし
ては，気象に関する変数が頻繁に取り上げられて
おり，それらの値は所得や価格の値より大きくな
る傾向にあることである。また，平均世帯人員の
上昇はいずれの研究でも水需要にプラスに働くと
されているが，その値は気候関連の指標より小さ
い値であり，生活水準に関する指標においても同
様のことがいえる。
　以上のことから世帯構成とライフスタイルは水
需要に影響を与えているものの，それはいずれも
間接的なものであり気象のような直接的な要因と
比べると影響度合いは小さい。そして，気象条件
として厳しい状況が続くならば，家計は価格の上
昇や所得の減少に直面したとしても一定量を消費
し，需要する傾向にあると考えられる。すなわ
ち，水は一定量については必需的な財であること
を表している。このことを我が国の水道事業にお
ける「清浄にして豊富，低廉」といった理念に即
して考えるならば，生存可能性を保つために必要

はライフスタイルに関する変数のほか，ライフス
タイルに影響を与える要因をモデルに組み込むこ
ととなる。
　世帯構成に関する変数は，特に公共サービスの
需要を分析する場合において頻繁に採用される。
風呂やシャワーの利用頻度，朝シャンの習慣など
のように 1世帯の人員数や世帯あたりの平均年
齢，男女比といった世帯構成の特徴はライフスタ
イル，ひいては水の使用量に大きく影響を与える
と考えられる。
　気候に関する変数は，水需要を気象的観点から
分析した論文において同様の変数が採用される傾
向にある。省エネが叫ばれている今日では，夏場
や気温が高い時は打ち水などをして涼を取り，家
庭菜園を持つ家や自営農家は作物を枯らさないた
めに水をまく必要があるため，水の需要と関係性
があると考えられる。
　生活水準もまた，水需要に影響を与えると考え
られる。庭の芝地の維持管理や湯を利用した床暖
房，我が国では普及していないものの備え付けの
プールなど，日々の生活をより便利かつ豊かにす
るためにも水は利用される。従って，生活水準に
関する変数も水の使用量に影響を与えると考えら
れる。この他にも地域的な影響や他の公共サービ
スとの関連性の分析など，研究の目的によって多
種多様な特徴的変数が組み込まれている。

4.2.　分析結果
　次に，先行研究における統計の集計状況とデー
タの解析方法，結果について整理したい。統計学
に基づいた分析は分析対象に関するばらつきのあ
るデータを，必要かつ十分な量入手しなければな
らない。例えば，米国の州レベルで分析を行う場
合，その州を構成している各市町村に関する情報
が得られれば分析が可能である。このように国や
州レベルといった広範囲を分析対象とする場合
は，それらを構成するより小さな自治体に関する
データをクロスセクション形式でまとめて分析を
行う傾向がある。
　しかしながら，市区町村等は自治体の形式とし
てはほぼ最小単位であるため，その自治体を構成
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ていくことが求められている。そのため本稿で
は，水需要を経済学的に測定する方法論について
論じてきたが，そこからは，価格と所得が水需要
とどのように関わっているかを解明するととも
に，さらに，価格と所得以外の諸指標についても
整理が重要であることが明らかになった。例え
ば，前段の定性的な分析では，ライフスタイルが
水需要に与える影響の大小については慎重に考慮

となる水使用量に関しては消費者への負担を減ら
す方策が求められるということになる。

5．小括

　ここまで見てきたとおり，今後，人口減少社会
へ向かう我が国の水道事業では，配水能力，配水
量を，減少する水需要に対応した形で維持管理し

図表 6　水需要分析に関する先行研究の結果

先行研究 価格 所得 その他

Wong［1972］ －0.28～－0.81 0.19～1.03 気温 0.40～1.26

Foster and Beattie［1979］ －0.30～－0.69 0.63
降雨量－0.40
世帯人員 0.30
地域ダミー－0.51～0.4

Billings and Agthe［1980］ －0.27（－0.49） 1.68（0.05）
差分－0.12（－1.96）
蒸発量－降雨量 0.09（0.01）

Williams［1985］ （－0.22～－0.62）（0.34～0.41）
気温（－0.60～－0.05）
降雨量（0.50～6.67）

Nieswiadomy and Molina［1989］ －0.36～－0.86 0.10～0.20

差分（2.66～4.32）
芝地の広さ（0.0003～0.0004）
蒸発量（13.9～21.6）
家の大きさ（0.002）

Nieswiadomy and Molina［1991］ －0.17～－0.58 0.07～0.19
蒸発量 0.34～1.74
水をまく土地の面積 0.13～0.23
1期前の消費量 0.14～0.58

清水［1991］ －0.32 有意でない

差分（3.75）
平均世帯人員（3.81）
人口（3.81）
水洗トイレ普及率（0.05）
平均気温（0.03）

Hansen［1996］ 有意ではない 有意ではない

エネルギー価格－0.21
水をまく必要のある連棟ダミー0.11～0.13
水をまく必要のある一戸建てダミー0.13
一戸建てダミー－0.2～－0.17
連棟ダミー－0.07～－0.06

Dandy, Nguyen, and Davies
［1997］

－0.28～－0.77
0.14～0.38
［代理変数をもとに導出して
いる］

平均世帯人員 0.04～0.19
部屋数（－5.61～32.95）
家庭菜園の面積（－0.15～0.04）
プールの有無（－56.40～69.24）
1992年ダミー（－73.13～－15.56）
1期前の消費量（0.15～0.48）

浦上［2000］
－0.14～－0.13
（－0.05～－0.41）

0.19～0.20
（0.10～0.28）

差分 0.04（0.001）
気温 0.64～0.69（0.57）
平均世帯人員 0.64～0.69（4.7～5.1）
水洗トイレ普及率 0.076～0.077（0.03～0.04）

（　）内の値は線形の式から導出されたものであり，いずれも統計的に有意である。
出所：各先行研究より筆者作成。
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使用量と所得の関係性に着目している。森林・水源環境税
水使用量に近似した税体系の構築に関しては髙井［2007］
のほか，清水［2009］を参照。

11）浦上［2000］を参照。
12）本稿執筆に際しては，1節・2節・5節を清水が，3節・4

節を浅井がそれぞれ担当した。
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する必要があった。また，後段の計量分析からは
庭の芝に水をまく量が影響するなど海外の水需要
分析の前提としてライフスタイルが異なることが
指摘された。同様に計量分析からは，総じて価格
上昇は水需要にマイナスに働き，所得の上昇は水
需要にプラスに働くことが析出されたが，それ以
上に気候関連指標や気象条件による水需要の変動
が見過ごせない要因であることがわかった。そし
て，これらの諸要因を考慮して分析を行おうとし
ても，我が国では分析に必要なデータの公開が限
られていたり，市町村指標からの膨大な調整作業
が発生したりすることも判明した。
　最後に，本稿では以上のように，これからの水
道事業経営が持続可能なものとなるための要素と
して，水道事業における水需要を経済学的に把握
する方法論について論じてきたが，これらの方法
論を実際に我が国の水道事業に適用して将来の水
需要を測定する作業と，その検証については今後
の課題として別稿にゆずりたい12）。

注
1）水道法第 1章「総則」第 2節「業務」第 15条第 2項を参
照。

2）高寄［2003］を参照。
3）『水道年鑑』を参照。数値は上水道事業と簡易水道事業と専
用水道事業の合計による。

4）『水道年鑑』を参照。数値は上水道事業と簡易水道事業の合
計による。

5）有収水量とは，料金徴収の対象となった水量のことを指す。
6）鷲津［2000］は，その時々の生活環境を象徴するような何
らかの外生変数が水需要に影響を与えていることを指摘し
ている。

7）厚生労働省健康局［2008］『水道ビジョン』を参照。
8）厚生労働省第 1回水道ビジョンフォローアップ検討会
［2007］『水道を取り巻く状況及び水道の現状と将来の見通
し：水道への投資額の推移（平成 17年価格）』を参照。

9）鷲津［2000］では，家計調査年報の支出データと横浜市水
道局が公表している上水使用量のデータに基づいて推計を
おこなっている。推計結果からは，1980年～1981年におこ
なった水道料金の値上げ後は価格の上昇にもかかわらず水
使用量が急上昇していることを指摘している。その後も水
道料金は上昇していったにもかかわらず，水使用量は 1998
年ごろでは 1980年と比べて約 1.4倍の使用量で推移してい
ることがわかっている。

10）髙井［2007］では，水源環境税の制度を設計するといった
観点から，水使用量に応じて課税する方式（すなわち，単
純に水道使用料金に上乗せして課税する方式）に代えて，
水使用量と連動する応益的な課税標準を求める過程で，水
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